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独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程

平成１７年４月１日 

制       定 
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第１章 総則  
（趣旨） 
第１条 独立行政法人国立女性教育会館（以下「会館」という。）における個人情報の開示、訂正、

利用の停止、消去又は提供の停止については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号。以下「法」という。）、同法施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」という。）、

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年法律第

２７号。以下「番号法」という。）及びその他の法令に定めるもののほか、この規程の定めるとこ

ろによる。 

（定義） 
第２条 この規程における用語の意義は、法第２条、番号法第２条の定めるところによる。 

第２章 開示、訂正及び利用停止  
（開示請求権） 
第３条 何人も、この規程の定めるところにより、会館の保有する自己を本人とする保有個人情報の

 開示を請求することができる。  
２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人（以下「代理人」とい

う。）は、本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開示請求」という。）をすること

ができる。 

（開示請求の手続） 
第４条 開示請求をしようとする者は、別紙様式１（開示請求書）を理事長に提出しなければならな

い。 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、令第２１条第１項で定めるところにより、開示請求

に係る保有個人情報の本人であること（前条第２項の規定による開示請求にあっては、令第２１条

第３項で定めるところにより、開示請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書

類を提示し、又は提出しなければならない。 

３ 理事長は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下「開示請

求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 

（保有個人情報の開示義務） 
第５条 理事長は、開示請求があったときは、開示請求に係る法人文書に法第７８条各号に規定する

情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、当該保有個人情報

を開示する。 
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（部分開示） 
第６条 理事長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合において、不開示

 情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除

 いた部分につき開示するものとする。 
２ 開示請求に係る保有個人情報に法第７８条第２号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別す

 ることができるものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日そ

 の他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことに

 より、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるとき 

 は、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 
 
（裁量的開示） 
第７条 理事長は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合であっても、個人

 の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該保有個人情報

 を開示することができる。  
 
（保有個人情報の存否に関する情報） 
第８条 理事長は、開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答え

 るだけで、不開示情報を開示することとなるときは、当該保有個人情報の存否を明らかにしない

 で、当該開示請求を拒否することができる。 
 
（開示請求に対する措置） 
第９条 理事長は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定を

 し、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に関し令で定め

 る事項を別紙様式２（開示決定通知書）により通知する。ただし、法第６２条第２号又は第３号に

 該当する場合における当該利用目的については、この限りではない。 
２ 理事長は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開示請求を

 拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）は、開示をしな

 い旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を別紙様式３（不開示決定通知書）により通知する。 
 
（開示決定等の期限）  
第１０条 前条各項の決定（以下「開示決定等」という。）は、開示請求があった日から３０日以内

 にしなければならない。ただし、第４条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補

 正に要した日数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に

 規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、理事長は、開示請求

 者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を別紙様式４（開示決定等期限延長通知書）に

 より通知する。 
 
（開示決定等の期限の特例） 
第１１条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から６０日以

 内にそのすべてについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがあ

 る場合には、前条の規定にかかわらず、理事長は、開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部

 分につき当該期間内に開示決定等を行い、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定

 等をすることができる。この場合において、理事長は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求

 者に対し、次に掲げる事項を別紙様式５（開示決定等期限特例延長通知書）により通知する。 
 一 本条を適用する旨及びその理由 
 二 ６０日以内に開示決定等ができない保有個人情報について、開示決定等をする期限  
 
（事案の移送） 
第１２条 理事長は、法第８５条第１項により、開示請求に係る保有個人情報が他の独立行政法人等
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から提供されたものであるとき、その他他の独立行政法人等において開示決定等をすることにつき

正当な理由があるときは、当該他の独立行政法人等と協議の上、当該他の独立行政法人等に対し、

別紙様式６（移送書）により事案を移送することができる。この場合においては、理事長は、開示

請求者に対し、事案を移送した旨を別紙様式６－１（移送通知書）により通知する。 
２ 理事長は、他の独立行政法人等と協議の結果、事案の移送を受けたときは、当該開示請求につい

ての開示決定等する。この場合においては、移送をした独立行政法人等が移送前にした行為は、理

事長がしたものとみなし、法第８２条第１項の決定をしたときは、開示を実施する。 
 

（行政機関の長への事案の移送） 

第１３条 理事長は、法第９６条第１項の場合には、行政機関の長（法第６３条に規定する行政機関

の長をいう。以下この条において同じ。）と協議の上、当該行政機関の長に対し、別紙様式６（移

送書）により事案を移送することができる。この場合において、理事長は、開示請求者に対し、事

案を移送した旨を別紙様式６－１（移送通知書）により通知する。 

 
（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 
第１４条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体及び開示請求者以外の

者（以下この条及び第３３条及び３４条において「第三者」という。）に関する情報が含まれてい

るときは、理事長は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、当該第三者に

関する情報の内容その他令第２４条第２項で定める事項を別紙様式７（開示請求に関する通知書）

により通知して、別紙様式７－１（意見書）を提出する機会を与えることができる。 

２ 理事長は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、開示

請求に係る当該第三者に関する情報の内容その他令第２４条第３項で定める事項を別紙様式７（開

示請求に関する通知書）により通知して、別紙様式７－１（意見書）を提出する機会を与える。た

だし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

 一 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、当該第三

者に関する情報が法第７８条第２号ロ又は同条第３号ただし書に規定する情報に該当すると認め

られるとき。 

 二 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第７条の規定により開示しようとすると 

き。 

３ 理事長は、前２項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する情

 報の開示に反対の意思を表示した意見書（以下「反対意見書」という。）を提出した場合におい 

 て、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かな

 ければならない。この場合において、理事長は、開示決定後直ちに、反対意見書を提出した第三者

 に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を別紙様式８（反対意見に係る開

 示決定通知書）により通知する。 
 
（開示の実施） 
第１５条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているときは閲覧

 又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情報化の進展状況等を勘案

 して理事長が定める方法により行う。ただし、閲覧の方法による保有個人情報の開示にあっては、

 理事長は、当該保有個人情報が記録されている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると

 認めるとき、その他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。 
２ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は、令第２５条の規程に基づき、当該開示決定

 をした理事長に対し、その求める開示の実施の方法等を別紙様式９（開示実施方法等申出書）によ

 り申し出なければならない。  
３ 前項の規定による申出は、第９条第１項に規定する通知があった日から３０日以内にしなければ

 ならない。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことにつき正当な理由があるとき

 は、この限りでない。 
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（他の法令による開示の実施との調整） 
第１６条 理事長は、他の法令の規定により、開示請求者に対し開示請求に係る保有個人情報が前条

 第１項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が定められ

 ている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわらず、当該保有個人

 情報については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該他の法令の規定に一定の場

 合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 
２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第１項本文の閲覧とみ

 なして、前項の規定を適用する。 
 
（手数料） 
第１７条 開示請求をする者は、法第８９条第１項の手数料の額を参酌して、理事長の定める開示の

請求に係る手数料を納めなければならない。 
 
（訂正請求権） 
第１８条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第２６条第１項におい

 て同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、この規程の定めるところにより、会館に対し、

 当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ。）を請求することができる。ただし、

 当該保有個人情報の訂正に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定めら

 れているときは、この限りでない。 
 一 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 
 二 第１３条の規定により事案が移送された場合において、法第８５条第３項に規定する開示決定 

に基づき開示を受けた保有個人情報 
 三 開示決定に係る保有個人情報であって、第１６条第１項の他の法令の規定により開示を受けた

  もの 
２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下「訂正請求」という。）をするこ

とができる。 

３ 前項について、第４条第２項の規定を準用する。 

４ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければならない。  
 
（訂正請求の手続）  
第１９条 保有個人情報の訂正請求をしようとする者は、別紙様式１０（訂正請求書）を理事長に提

出しなければならない。 

２ 前項の場合において、第４条第２項の規定は、訂正請求について準用する。この場合において、

 同規定中「開示請求」とあるのは、「訂正請求」と読み替えるものとする。 
３ 理事長は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をした者（以下「訂正請

 求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 
 
（保有個人情報の訂正義務） 
第２０条 理事長は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認めるときは、

 当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保有個人情報の訂正 

 をする。  

 
（訂正請求に対する措置） 
第２１条 理事長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定をし、訂正請

 求者に対し、その旨を別紙様式１１（訂正をする旨の決定通知書）により通知する。 
２ 理事長は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定をし、訂正請求者

 に対し、その旨を別紙様式１２（訂正をしない旨の決定通知書）により通知する。  
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（訂正決定等の期限）  
第２２条 前条各項の決定（以下「訂正決定等」という。）は、訂正請求があった日から３０日以内

 に行う。ただし、第１９条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日

 数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に

 規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、理事長は、訂正請求

 者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を別紙様式１３（訂正決定延長通知書）により

 通知する。 
 
（訂正決定等の期限の特例） 
第２３条 理事長は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわらず、

 相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、理事長は、同条第１項に規定する

 期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を別紙様式１４（訂正決定特例延長通知書）により

 通知する。 
 一 本条を適用する旨及びその理由 
 二 訂正決定等をする期限 
 
（事案の移送） 
第２４条 理事長は、訂正請求に係る保有個人情報が法第８５条第３項の規定に基づく開示に係るも

のであるとき、その他の独立行政法人等において訂正決定等をすることにつき正当な理由があると

きは、当該他の独立行政法人等と協議の上、当該他の独立行政法人等に対し、別紙様式１５（移送

書）により事案を移送することができる。この場合においては、理事長は、訂正請求者に対し、事

案を移送した旨を別紙様式１５－１（移送通知書）により通知する。 
２ 理事長は、前項の規定により事案が移送されたときは、当該訂正請求についての訂正決定等をす

る。この場合において、移送をした独立行政法人等が移送前にした行為は、理事長がしたものとみ

なし、法第９３条第１項に基づく決定をしたときは訂正を実施する。 

 
（行政機関の長への事案の移送） 
第２５条 理事長は、訂正請求に係る保有個人情報が第１８条第１項第２号に掲げるものであると

き、その他行政機関の長において法第９４条第１項に規定する訂正決定等をすることにつき正当な

理由があるときは、当該行政機関の長と協議の上、当該行政機関の長に対し、別紙様式１５（移送

書）により事案を移送することができる。この場合においては、理事長は、訂正請求者に対し、事

案を移送した旨を別紙様式１５－１（移送通知書）により通知する。 

 
（利用停止請求権）  
第２６条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料するとき

 は、この規程の定めるところにより、会館に対し、当該各号に定める措置を請求することができ 

 る。ただし、当該保有個人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）

 に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているときは、この限

 りでない。 
一 法第６１条第２項の規定に違反して保有されているとき、法第６３条の規定に違反して取り扱わ

れているとき、法第６４条の規定に違反して取得されたものであるとき、又は法第６９条第１項及

び第２項の規定に違反して利用されているとき 当該保有個人情報の利用の停止又は消去 
二 法第６９条第１項及び第２項、又は法第７１条第１項の規定に違反して提供されているとき 当

該保有個人情報の提供の停止 
２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下「利用停止請求」という。）

をすることができる。 
３ 前項について、第４条第２項の規定を準用する。 
４ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければならない。 
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（利用停止請求の手続） 
第２７条 利用停止請求をしようとする者は、別紙様式１６（利用停止請求書）を理事長に提出しな

ければならない。 

２ 前項の場合において、第４条第２項の規定は、利用停止請求について準用する。この場合におい

 て、同規定中「開示請求」とあるのは、「利用停止請求」と読み替えるものとする。  
３ 理事長は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止請求をした者（以下

 「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。 
 
（保有個人情報の利用停止義務） 
第２８条 理事長は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由があると認める

 ときは、会館における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止請求

 に係る保有個人情報の利用停止をする。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることにより、

 当該保有個人情報の利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著し

 い支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。 
 
（利用停止請求に対する措置）  
第２９条 理事長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、その旨の決定を 

 し、利用停止請求者に対し、その旨を別紙様式１７（利用停止をする旨の決定通知書）により通知

 する。  
２ 理事長は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨の決定をし、利

 用停止請求者に対し、その旨を別紙様式１８（利用停止をしない旨の決定通知書）により通知しな

 ければならない。  
 
（利用停止決定等の期限延長）  
第３０条 前条各項の決定（以下「利用停止決定等」という。）は、利用停止請求があった日から 
 ３０日以内に行う。ただし、第２７条第３項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正

 に要した日数は、当該期間に算入しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、同項に

 規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合において、理事長は、利用停止

 請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を別紙様式１９（利用停止決定等延長通知

 書）により通知する。 
 
（利用停止決定等の期限の特例） 
第３１条 理事長は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定にかかわら

 ず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、理事長は、同条第１項に

 規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項を別紙様式２０（利用停止決定等特例

 延長通知書）により通知する。 
 一 本条を適用する旨及びその理由 
 二 利用停止決定等をする期限  
 
第３章 審査請求 
（審査請求及び情報公開・個人情報保護審査会への諮問） 

第３２条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為について不服がある者は、理事長に対して行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）による審査請求をすることができる。 

２ 理事長は、前項の規定において、法第１０５条第１項各号のいずれかに該当する場合を除き、別

紙様式２１（諮問書）により情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならない。 
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（諮問をした旨の通知） 

第３３条 理事長は、前条第２項の規定により諮問をしたときは、次に掲げる者に対し、諮問をした

旨を別紙様式２１－１（諮問通知書）により通知する。 

一 審査請求人及び参加人 

二 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人である場合

を除く。） 

三 当該審査請求に係る開示決定等について反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審査請求

人又は参加人である場合を除く。） 

３ 理事長は、審査請求に対する決定をしたときは、別紙様式２１－２（決定通知書）により審査請

求者に通知しなければならない。 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 

第３４条 第１４条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する決定をする場合について準用す

る。 

一 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する決定 

二 審査請求に係る開示決定等を変更し、当該開示決定等に係る保有個人情報を開示する旨の決定

（第三者である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に限

る。） 

第４章 補則  
（開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 
第３５条 理事長は、開示請求、訂正請求又は利用停止請求（以下この項において「開示請求等」と

いう。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよう、会館が

保有する保有個人情報の特定に資する情報の提供その他開示請求等をしようとする者の利便を考慮

した適切な措置を講ずるものとする。 

（苦情処理） 
第３６条 理事長は、会館が有する個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけ

ればならない。 

（規程への委任） 
第３７条 この規程に定めるもののほか、会館における個人情報の開示等に関し、必要な事項は、別

に定める。 

   附 則  
この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

   附 則  
この規則は、平成28年12月14日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年７月２３日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年８月１８日から施行する。 
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別紙様式１ 

保有個人情報開示請求書 

令和  年  月  日 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 殿 

   （ふりがな） 

請求者氏名  

住所又は居所  〒 

電 話 番 号 （    ）    － 

 独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり保有個人
情報の開示を請求します。 

記 

１ 開示を請求する保有個人情報（具体的に特定してください。） 

２ 求める開示の実施の方法等 （本欄の記載は任意です。） 

   ア又はイに○印を付してください。アを選択された場合は、その具体的な方法等を記載してください。 

 ア 事務所における開示の実施を希望する。 

   ＜実施の方法＞ □ 閲覧 □ 写しの交付  □ その他（ ） 

   ＜実施の希望日＞ 

 イ 写しの送付を希望する。

３ 本人確認等 

ア 開示請求者： □ 本人 □ 法定代理人

□ 任意代理人

 イ 請求者本人確認書類： 

□ 運転免許証 □ 健康保険被保険者証

□ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） □ その他（ ） 

  ※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

 （ア） 本人の状況：  □ 未成年者（   年   月   日生） □ 成年被後見人 

□ 任意代理人委任者

 （イ） 本人の氏名    

 （ウ） 本人の住所又は居所 

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示又は提出してください。 

    請求資格確認書類：   □ 戸籍謄本  □ 登記事項証明書 □ その他（  ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 

    請求資格確認書類：   □ 委任状 

＊この欄は記入しないでください。 

受  理  年  月  日 年  月  日 整 理 番 号 

備 考 
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１．「氏名」、「住所又は居所」 

 本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により開示決定通知等

を行うことになりますので、正確に記載してください。 

  また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。 

  なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による開示請求の場合には、代理人の氏名、住所又

は居所、電話番号を記載してください。 

２．「開示を請求する保有個人情報」 

  開示を請求する保有個人情報が記録されている法人文書や個人情報ファイルの名称など、開示請求する保有個人情

報を特定できるような情報を具体的に記載してください。 

３．「求める開示の実施方法等」 

  開示を受ける場合の開示の実施の方法（事務所における開示の実施の方法、事務所における開示を希望する場合の

希望日又は写しの送付）について、希望がありましたら記載してください。なお、実施の方法は、独立行政法人国立

女性教育会館の定めるところによりますので、希望する方法に対応できない場合があります。 

  開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「保有個人情報開示の実施方法の申出書」によ

り、別途申し出ることもできます。 

４．手数料の納付について 

  保有個人情報の開示を請求する場合には、保有個人情報が記録されている法人文書１件について 300 円を納付する

必要があります。手数料の納付方法は，現金を直接窓口にお持ちいただく方法又は現金書留で郵送する方法の二通り

があります。特定個人情報の開示請求で手数料の免除を受けようとする場合には、様式第２２号の免除申請書も提出

する必要があります。 

５．本人確認書類等 

（１）来館による開示請求の場合 

   来館して開示請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第２１条に規定する運転免

許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、ただし個人番号通知カードは不

可）、在留カード、特別永住者証明書、又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書等の住所・氏名が記

載されている書類を提示又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、

本人確認書類の提出ができない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。 

（注）住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなされ、

引き続き使用可能です。 

（２）送付による開示請求の場合 

   保有個人情報開示請求書を送付して保有個人情報の開示請求をする場合には、（１）の本人確認書類を複写機に

より複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、開示請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を

提出ください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民

票の写しが提出できない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。なお、個人番号カードを複写機により

複写したものを提出する場合は、表面のみ複写してください。また、住民票の写しに個人番号の記載がある場合、

黒塗りしてください。 

（３）代理人による開示請求の場合 

   「本人の状況等」欄は、代理人による開示請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、保有個人情

報の本人の状況、氏名、本人の住所又は居所です。 

   法定代理人が開示請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他法定代理人

であることを証明する書類（ただし、開示請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提示又は提出し

てください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、

その複写物による提示又は提出は認められません。 

   任意代理人が開示請求をする場合には、委任状（ただし、開示請求の前３０日以内に作成されたものに限りま

す。）を提出してください。ただし、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添付するか又は②委任

者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の写

しを併せて提出してください。なお、委任状は、その複写物による提出は認められません。 
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別紙様式２ 
国女総第      号 

令和  年  月  日 

保有個人情報部分開示決定通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

      印 

 令和   年  月  日付けで請求のありました保有個人情報の開示について、全部・一部 を開示することと決

定しましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第９条第１項の規定により、下記のと
おり通知します。 

記 

開示しない部分及び一部を開示しない

理由 

開示請求書における開示の実施 方法
どおり開示の実施ができるかどうかの

別 

1) 開示請求書のとおり開示の実施ができる 

2) 開示請求書のとおり開示の実施ができない 

実施できない理由： 

求めることができる開示の実施方法 1) 閲覧 

2) 複写したものの交付 

3) その他

当館において開示を実施できる日時及
び場所 

 別添の「保有個人情報開示の 実施方法 

の申出書」には、これらの日のうちから

希望する日を選択してください。

1) 令和   年  月  日（ ）  時  分 

2) 令和   年  月  日（ ）  時  分 

3) 令和   年  月  日（ ）  時  分 

 場所：独立行政法人国立女性教育会館情報公開窓口 

 住所：埼玉県比企郡嵐山町菅谷728 

写しの送付による個人情報の開示を希

望する場合における準備に要する日数

及び郵送料の額 

   準備に要する日数 日間 

   郵送料の額  円 

  （見込み額） 
  ＊１ 不明な点がある場合には、総務課人事・企画係（℡0493-62-6719）に御連絡ください。 

＊２ この通知があった日から 30 日以内に開示の実施の方法を別添「保有個人情報開示の実施方法の申出書」に記入のうえ、総務課人事

・企画係まで提出してください。 

＊３ 開示の実施の方法は、「求めることができる開示の実施方法」に記載されている方法から自由に選択できます。当会館における開示

の実施を選択される場合は、「当会館において開示を実施出来る日時及び場所」に記載されている日時から、希望の日時を選択してく

ださい。記載された日時に都合がよいものがない場合は、総務課人事・企画係まで連絡してください。なお、開示の実施の準備を行う

必要がありますので、「保有個人情報開示の実施方法の申出書」は開示を受ける希望日の３日前には届くように提出願います。 

＊４ 当会館における開示の実施を選択され、その旨「保有個人情報開示の実施方法の申出書」により申し出られた場合は、開示を受ける

当日、会館に来られる際に、本通知書をお持ちください。 

＊５ 写しの送付を希望された場合は、「保有個人情報開示の実施方法の申出書」に併せてお知らせした送付に要する費用を郵便切手で送

付してください。 

＊６ この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、独

立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができます。 

なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過した

場合には審査請求をすることができなくなります。 

また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があったことを知った日から６か

月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定

があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。）。
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別紙様式３ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報不開示決定通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和  年  月  日付けで請求のありました保有個人情報の開示について、開示しないことと決定

しましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第９条第２項の規定によ

り、下記のとおり通知します。 

記 

開示請求に係る保有個人情報の名称等 

開示しない理由 

 この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができま

す。 

 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日

から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。 

 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があ

ったことを知った日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっ

ても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま

す。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式４ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報開示決定等期限延長通知書 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで請求のありました保有個人情報の開示については、次のとおり開示の

諾否の決定を延期しましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第１０条

第２項の規定により、通知します。 

記 

開示請求に係る保有個人

情報の名称等 

延 長 後 の 期 限 年  月  日 

延 長 の 理 由 

 ＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式５ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで請求のありました保有個人情報の開示について、独立行政法人国立女
性教育会館の個人情報開示等に関する規程第１１条第１項の規定に基づき、下記のとおり保有個人情報の
相当部分を除く残りの部分について、決定する期間を延長しましたので通知します。 

記 

開示請求に係る保有
個人情報の名称等 

法第８４条の規定
（開示決定等の期限
の特例）を適用する
こととした理由 

残りの保有個人情報
について開示決定等
をする期限 

（令和   年  月  日までに可能な部分について開示決定等を行い、残り
の部分については、次に掲載する期限までに開示決定する予定です。） 

令和 年  月  日 
 ＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式６ 
国女総第 号 

令和 年  月  日 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

保有個人情報の開示請求に係る事案の移送について 

 令和 年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案について、独立行政法人国

立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第１２条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等  

開示請求者氏名等  
氏  名：  

住所又は居所：  

連絡先：  

法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合  

本人の状況  □未成年者（     年   月   日生）  

□成年被後見人

□任意代理人委任者

本人の氏名  

本人の住所又は居所

添付資料等  
・開示請求書  

・移送前に行った行為の概要記録  

備考  
（複数の他の行政機関の長、独立行政法人等に移送する場合には

、その旨）  

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式６－１ 

国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の開示請求に関する事案の移送通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで請求のありました保有個人情報の開示について、独立行政法人国立女

性教育会館の個人情報開示等に関する規程第１２条第１項の規定に基づき、下記のとおり事案を移送しま

したので通知します。 

なお、保有個人情報の開示決定等は、下記の移送先において行われます。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

移送した日 

移送の理由 

移送先 

（移送先の名称） 

（連絡先） 

部局課室名： 

  担当者名： 

  住  所： 

  電話番号：（ ） － 
＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式７ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

第三者に係る保有個人情報の開示請求に関する通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 （あなた、貴社等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、独立行政法人国立女性教育会

館の個人情報開示等に関する規程第４条第１項の規定による開示請求があり、当該保有個人情報について

開示決定を行う際の参考とするため、同規程第１４条第１項の規定に基づき、御意見を伺うこととしまし

た。  

 つきましては、お手数ですが、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、同封した

「保有個人情報の開示に関する意見書」を提出していただきますようお願いします。  

 なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わせていただ

きます。  

記 

開示請求に係る保有個

人情報の名称等 

 請求年月日 年  月  日 

開示請求に係る保有個

人情報に含まれている

（あなた、貴社等）に

関する情報の内容 

意 見 書 提 出 先 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

住所：〒355-0292 埼玉県比企郡嵐山町菅谷 728 

【電話番号：０４９３－６２－６７１９】 

 意 見 書 提 出 期 限 年  月  日 

 ＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式７－１ 

保有個人情報の開示に関する意見書 

令和 年 月 日 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 殿 

（ふりがな） 

氏名又は名称 

（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者名） 

住所又は居所 

（法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地） 

令和 年 月 日付けで照会のあった保有個人情報の開示について、下記のとおり意見を提出します。 

記 

開示請求に係る保有個

人情報の名称等 

開示に関しての御意見 □保有個人情報を開示されることについて支障がない。

□保有個人情報を開示されることについて支障がある。

（１）支障（不利益）がある部分  

（２）支障（不利益）の具体的理由  

連 絡 先 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式８ 

国女総第 号 

令和  年  月  日 

反対意見に係る保有個人情報の開示決定通知書 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

     印 

 （あなた、貴社等）から令和  年  月  日付けで「保有個人情報の開示決定等に係る意見書」の提

出がありました保有個人情報については、下記のとおり開示決定しましたので、独立行政法人国立女性

教育会館の個人情報開示等に関する規程第１４条第３項の規定により通知します。  

記 

開示請求に係る保有個 

人情報の名称等 

開示することとした 

理由 

開示決定をした日 年  月  日 

開示の実施する日 年  月  日 
 この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができ

ます。 

 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌

日から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。 

 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定が

あったことを知った日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所

に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内

であっても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式９ 
令和  年  月  日 

保有個人情報の開示実施方法等申出書 

  独立行政法人国立女性教育会館理事長    殿 

（ふりがな） 
氏    名 

住所又は居所  〒 

電 話 番 号 （ ） － 

年  月  日付け国女総第 号で通知のありました保有個人情報の開示・

部分開示の決定について、下記のとおり開示の実施を受けたいので、申し出ます。 

開 示 の 実 施 方 法 

 開示・部分開示決定通知書 
 記載の「求めることができる 
 開示の実施方法」より選択し 
 てください。 

 なお、保有個人情報の部分 
 ごとに異なる開示の実施方法 

   を求める場合は、その旨及び 
   その部分ごとの開示の実施方 
   法を記入してください。 

１）開示の実施方法 

□ 閲覧
□ 複写したものの交付
□ その他

(      ) 

２）部分ごとに異なる開示の実施方法 

（＊以下については、該当する項目の記号を○で囲み、右に詳細を記入してください。） 

 ア 保有個人情報の一部に 
 ついて開示の実施を求め 

   る。 

（開示の実施を求める部分）

 イ 当館において開示の実 
施を希望する。 

（開示の実施を希望する日）

 年  月  日  時  分 

 ウ 写しの送付の方法によ 
   る開示の実施を求める。 

（写しの送付先（上記住所又は居所と同じ時は記入不要））

 〒 

同封する郵便切手等の額 円



20 

別紙様式１０ 

保有個人情報訂正請求書

令和  年  月  日 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 殿 

（ふりがな） 

請求者氏名   

住所又は居所 〒 

電 話 番 号 （ ） － 

 独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第１９条第１項の規定に基づき、下記の

とおり保有個人情報の訂正を請求します。 
記 

訂正請求に係る保有個人情報の

開示を受けた日 

令和  年 月 日 

開示決定に基づき開示を受けた 

保有個人情報 
開示決定通知書の文書番号：  日付： 

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

訂正請求の趣旨及び理由 （趣旨） 

（理由） 

 ア 訂正請求者： □ 本人 □ 法定代理人 □ 任意代理人

 イ 請求者本人確認書類： 

□ 運転免許証 □ 健康保険被保険者証

□ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）

□ その他（ ） 

※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（代理人が請求する場合にのみ記載してください。）

 （ア） 本人の状況： □ 未成年者（   年   月   日生）□ 成年被後見人 

□ 任意代理人委任者

 （イ） 本人の氏名   

 （ウ） 本人の住所又は居所

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示又は提出してください。

 請求資格確認書類：   □ 戸籍謄本 □ 登記事項証明書 □ その他（ ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 

請求資格確認書類： □ 委任状

＊この欄は記入しないでください。 

受  理  年  月  日 令和  年  月  日 整 理 番 号 

備  考
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１．「氏名」、「住所又は居所」 

  本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により訂正決定

通知等を行うことになりますので、正確に記載してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電

話番号も記載してください。なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による訂正請求の

場合には、代理人の氏名、住所又は居所、電話番号を記載してください。 

２．「訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」 

  ３①～②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。 

３．「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」 

  「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」の名称を記載してください。なお、個人情報の保護に関す

る法律により保有個人情報の訂正請求ができるのは次に掲げるものです。 

① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第９０条第１項第１号）

② 開示決定に係る保有個人情報であって、法第８８条第１項の他の法令の規定により開示を受けたもの

（法第９０条第１項第２号） 

４．「訂正請求の趣旨及び理由」 

（１）訂正請求の趣旨 

 どのような訂正を求めるかについて簡潔に記載してください。 

（２）訂正請求の理由 

訂正請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄に記載しきれない場合

には、本欄を参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。 

５．訂正請求の期限について 

  訂正請求は、法第９０条第３項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければ

ならないこととなっています。 

６．本人確認書類等 

（１）来館による訂正請求の場合 

 来館して訂正請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第２１条に規定す

る運転免許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、ただし個人番号通

知カードは不可）、在留カード、特別永住者証明書、又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明

書等の住所・氏名が記載されている書類を提示又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に

当たるのか分からない場合や、本人確認書類の提出ができない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してく

ださい。 

（注）住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみな

され、引き続き使用可能です。 

（２）送付による訂正請求の場合 

 保有個人情報訂正請求書を送付して保有個人情報の訂正請求をする場合には、（１）の本人確認書類を

複写機により複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、訂正請求の前３０日以内に作成されたもの

に限ります。）を提出ください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提

出は認められません。住民票の写しが提出できない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。 

なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写してください。 

また、住民票の写しに個人番号の記載がある場合、黒塗りしてください。 

（３）代理人による訂正請求の場合 

 「本人の状況等」欄は、代理人による訂正請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、保

有個人情報の本人の状況、氏名、本人の住所又は居所です。 

 法定代理人が訂正請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他法

定代理人であることを証明する書類（ただし、訂正請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）

を提示又は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等

が発行する公文書であり、その複写物による提示又は提出は認められません。 

任意代理人が訂正請求をする場合には、委任状（ただし、訂正請求の前３０日以内に作成されたものに限

ります。）を提出してください。ただし、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添付する

か又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限

り発行される書類の写しを併せて提出してください。なお、委任状は、その複写物による提出は認められ

ません。 
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別紙様式１１ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の訂正をする旨の決定通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報について、訂正することと決定しまし

たので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２１条第１項の規定により、下
記のとおり通知します。 

記 

訂正請求に係る保有個人情報の 

 名称等 

 訂正請求の趣旨 

  訂正決定をする内容及び理由 
（訂正内容） 

（訂正理由） 

   この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができま
す。 
 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日
から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。  

 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があ
ったことを知った日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっ
ても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１２ 

国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の訂正をしない旨の決定通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報について、訂正をしない旨の決定

をしましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２１条第２項の規定に
より、下記のとおり通知します。 

記 

訂正請求に係る保有個人情報の 

 名称等 

 訂正をしないこととした理由 

  この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができま
す。 

 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日
から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。  

 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があ

ったことを知った日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処
分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっ

ても、決定の日から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１３ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報については、次のとおり訂正決定

等の期間を延長しましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２２条第

２項の規定により、通知します。 

記 

訂正請求に係る保有個人

情報の名称等 

延 長 後 の 期 限 令和 年  月  日 

延 長 の 理 由 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１４ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報訂正決定特例延長通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和  年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報について、独立行政法人国立女性教
育会館の個人情報開示等に関する規程第２３条の規定に基づき、下記のとおり訂正決定等の期間を延長し
ましたので通知します。 

記 

訂正請求に係る保有個人
情報の名称等 

法第９５条の規定（訂正
決定等の期限の特例）を
適用することとした理由 

訂正決定等をする期限  年  月  日 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９   

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 

      e-mail:admindiv@nwec.go.jp
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別紙様式１５ 

国女総第 号 

令和  年  月  日 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

保有個人情報の訂正請求に係る事案の移送について 

 令和 年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案について、独立行政法人国

立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２４条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

訂正に係る保有個

人情報の名称等 

訂正請求者氏名等 
氏  名：  

住所又は居所：  

連絡先：  

法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合  

本人の状況  □未成年者（     年   月  日生）  

□成年被後見人

□任意代理人委任者

本人の氏名  

本人の住所又は居所  

添付資料等  
・開示請求書  

・移送前に行った行為の概要記録  

備考  
（複数の他の行政機関の長、独立行政法人等に移送する場合には、その

旨）  

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 

e-mail:admindiv@nwec.go.jp
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別紙様式１５－１ 

国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の訂正請求に関する事案の移送通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報について、独立行政法人国立女性

教育会館の個人情報開示等に関する規程第２４条第１項の規定に基づき、下記のとおり事案を移送しまし

たので通知します。 

なお、保有個人情報の訂正決定等は、下記の移送先において行われます。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

移送した日 令和   年 月 日 
移送の理由 

移送先 （移送先の名称） 

  （連絡先） 

部局課室名： 

  担当者名： 

  住  所： 

  電話番号：（ ） － 
 ＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１６ 

保有個人情報利用停止請求書 

令和  年  月  日 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 殿 

（ふりがな） 

   請求者氏名  

住所又は居所  〒 

電 話 番 号 （    ）    － 

 独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２７条第１項の規定に基づき、下記のとおり保有個人
情報の利用停止を請求します。 

記 

利用停止請求に係る保有個人情報の開

示を受けた日 
令和 年   月   日 

開示決定に基づき開示を受けた 

保有個人情報 

開示決定通知書の文書番号：  日付： 

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

利用停止請求の趣旨及び理由 
（趣旨） 

□ 第１号該当 → □ 利用の停止、□ 消去 

□ 第２号該当 → □ 提供の停止 

（理由）

ア 利用停止請求者：□ 本人  □ 法定代理人 □ 任意代理人 

 イ 請求者本人確認書類： 

□ 運転免許証 □ 健康保険被保険者証

□ 在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書

□ 個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの）

□ その他（ ） 

 ※ 請求書を送付して請求する場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

 （ア） 本人の状況：  □ 未成年者（   年   月   日生） 

□ 成年被後見人

□ 任意代理人委任者

 （イ） 本人の氏名    

 （ウ） 本人の住所又は居所 

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示又は提出してください。 

    請求資格確認書類： □ 戸籍謄本  □ 登記事項証明書 □ その他（   ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提出してください。 

    請求資格確認書類：   □ 委任状 

＊この欄は記入しないでください。 

受  理  年  月  日 令和 年  月  日 整 理 番 号 

備   考
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１．「氏名」、「住所又は居所」 

  本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により利用停止決定通知等を行

うことになりますので、正確に記載してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してくださ

い。なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による利用停止請求の場合には、代理人の氏名、住所又は

居所、電話番号を記載してください。 

２．「利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」 

  ３①～②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。 

３．「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」 

  「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」の名称を記載してください。なお、個人情報の保護に関する法律により保

有個人情報の利用停止請求ができるのは次に掲げるものです。 

① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第９０条第１項第１号） 

② 開示決定に係る保有個人情報であって、法第８８条第１項の他の法令の規定により開示を受けたもの（法第９０条第１項

第２号） 

４．「利用停止請求の趣旨及び理由」 

（１）利用停止請求の趣旨 

   「利用停止請求の趣旨」は、「第１号該当」、「第２号該当」のいずれか該当する□にレ点を記入してください。 

  ア 「第１号該当」には、法第６１条第２項の規定に違反して保有されている、法第６３条の規定に違反して取り扱われて

いる、法第６４条の規定に違反して取得されたものである、又は法第６９条第１項及び第２項の規定に違反して利用され

ていると考えるときに、□にレ点を記入してください。また、「利用の停止」又は「消去」のいずれかにレ点を記入して

ください。 

  イ 「第２号該当」には、法第６９条第１項及び第２項、又は法第７１条第１項の規定に違反して提供されていると考える

ときに、□にレ点を記入してください。 

（２）利用停止請求の理由 

   「利用停止請求の理由」は、利用停止請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄に記載

しきれない場合には、本欄を参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。 

５．利用停止請求の期限について 

  利用停止請求は、法第９０条第３項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内にしなければならないこ

ととなっています。 

６．本人確認書類等 

（１）来館による利用停止請求の場合 

   来館して利用停止請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第２１条に規定する運転免許

証、健康保険の被保険者証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、ただし個人番号通知カードは不可）、在留カー

ド、特別永住者証明書、又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示

又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、本人確認書類の提出ができない場

合は、利用停止請求窓口に事前に相談してください。 

（注）住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなされ、引き続き

使用可能です。 

（２）送付による利用停止請求の場合 

   保有個人情報利用停止請求書を送付して保有個人情報の利用停止請求をする場合には、（１）の本人確認書類を複写機に

より複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、利用停止請求の前３０日以内に作成されたものに限ります。）を提出

ください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提

出できない場合は、利用停止請求窓口に事前に相談してください。なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提

出する場合は、表面のみ複写してください。また、住民票の写しに個人番号の記載がある場合、黒塗りしてください。 

（３）代理人による利用停止請求の場合 

   「本人の状況等」欄は、代理人による利用停止請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、保有個人情報の

本人の状況、氏名、本人の住所又は居所です。法定代理人が利用停止請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後

見登記の登記事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし、利用停止請求の前３０日以内に作成され

たものに限ります。）を提示又は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市

町村等が発行する公文書であり、その複写物による提示又は提出は認められません。 

   任意代理人が利用停止請求をする場合には、委任状（ただし、利用停止請求の前３０日以内に作成されたものに限りま

す。）を提出してください。ただし、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添付するか又は②委任者の運

転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行される書類の写しを併せて提

出してください。 なお、委任状は、その複写物による提出は認められません。 
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別紙様式１７ 
国女総第      号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の利用停止をする旨の決定通知書 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

  令和  年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報について、利用停止することと決定しました

ので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２９条第１項の規定により、下記のとおり通知し
ます。 

記 

利用停止請求に係る保有個人情報の名
称等 

 利用停止請求の趣旨 

 利用停止決定をする内容及び 

 理由 

（利用停止決定の内容） 

（利用停止決定の理由） 

この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月
以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができます。 

 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１
年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。 

 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があったことを知っ
た日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処
分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９
ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１８ 
国女総第      号 

令和  年  月  日 

保有個人情報の利用停止をしない旨の決定通知書 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報について、利用停止をしない旨の決定をしま
したので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第２９条第２項の規定により、下記のとおり通

知します。 

記 

利用停止請求に係る保有個人情報の名称等 

 利用停止をしないこととした理由 

  この決定に不服がある場合には、行政不服審査法に基づき、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長に対して審査請求をすることができます。 
 なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１

年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。 
 また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があったことを知っ
た日から６か月以内に、独立行政法人国立女性教育会館理事長を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起するこ
とができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には処
分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９
ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式１９ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報利用停止決定等延期通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和  年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報については、次のとおり利用停

止決定等の期間を延期しましたので、独立行政法人国立女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第３

０条第２項の規定により、通知します。 

記 

利用停止請求に係る保有

個人情報の名称等 

延 長 後 の 期 限 年  月  日 

延 長 の 理 由 

 ＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 
ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 
e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式２０ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

保有個人情報利用停止決定等特例延期通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人情報について、独立行政法人国立
女性教育会館の個人情報開示等に関する規程第３１条の規定に基づき、下記のとおり利用停止決定等の期
間を延期しましたので通知します。 

記 

利用停止請求に係る保有個
人情報の名称等 

法第１０３条の規定（利用
停止決定等の期限の特例）
を適用することとした理由 

利用停止決定等をする期限  令和 年  月  日 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 

e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式２１ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

諮  問  書 

情報公開・個人情報保護審査会 殿 

  独立行政法人国立女性教育会館理事長  印 

 個人情報の保護に関する法律第〇〇条の規定に基づく〇〇の決定等について、別紙のとお

り、審査請求があったので、同法第１０５条第２項の規定により諮問について通知します。 
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諮問書（開示決定等） 

（別紙）  

１  審査請求に係る保有個人情

報の名称等  

２  審査請求に係る開示決定等  

(開示決定等の種類 ) 

□開示決定

□一部開示決定

(該当不開示条項 ) 

□不開示決定

（該当不開示条項） 

（１） 開示決定等の日付、記号番号 

（２） 開示決定等をした者 

（３） 開示決定等の概要 

３  審査請求  
（１） 審査請求日 

（２）  審査請求人 

（３）  審査請求の趣旨  

４  諮問の理由 

５  参加人等  

６  添付書類等 
① 保有個人情報開示請求書（写し）

② 保有個人情報の開示をする旨の決定について（通知）

（写し）又は保有個人情報の開示をしない旨の決定につ

いて（通知）（写し） 

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ 開示の実施を行った保有個人情報

⑥ その他参考資料

７  諮問庁担当課、担当者名、

電話、住所等  



36 

諮問書（訂正決定等） 

（別紙）  

１  審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

２  審査請求に係る訂正

決定等  

(訂正決定等の種類 ) 

□訂正決定

□不訂正決定

（１） 訂正決定等の日付、記号番号 

（２） 訂正決定等をした者 

（３） 訂正決定等の概要 

３  審査請求  （１）  審査請求日 

（２）  審査請求人 

（３）  審査請求の趣旨  

４  諮問の理由 

５  参加人等  

６  添付書類等 ① 保有個人情報訂正請求書（写し）

② 保有個人情報の訂正をする旨の決定について（通知） (写

し )又は保有個人情報の訂正をしない旨の決定について (通知

)(写し）  

③ 審査請求書（写し）

④ 理由説明書

⑤ その他参考資料

７  諮問庁担当課、担当

者名、電話、住所等 
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諮問書（利用停止決定等） 

（別紙）  

１  審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

２  審査請求に係る利用

停止決定等  

（利用停止決定等の種類

）  

□利用停止決定

□不利用停止決定

（１）  利用停止決定等の日付、記号番号  

（２） 利用停止決定等をした者 

（３） 利用停止決定等の概要 

３  審査請求  （１）  審査請求日 

（２）  審査請求人 

（３）  審査請求の趣旨  

４  諮問の理由 

５  参加人等  

６  添付書類等 ①保有個人情報利用停止請求書（写し）

②保有個人情報の利用停止をする旨の決定について (通知 )(写

し )又は保有個人情報の利用停止をしない旨の決定について (

通知 )(写し ) 

③審査請求書（写し）

④理由説明書

⑤その他参考資料

７  諮問庁担当課、担当

者名、電話、住所等 
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別紙様式２１－１ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

審査請求に対する決定通知書 

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 印 

令和  年  月  日付けで審査請求のありました件については、次のとおり決定しましたので、通知

します。 

審査請求のあった法人文書の名称 

審査請求に対する決定 

審査請求に対する決定の理由 

＜本件連絡先＞ 

独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 

電 話:０４９３－６２－６７１９ 

ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 

e-mail:admindiv@nwec.go.jp 
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別紙様式２１－２ 
国女総第 号 

令和  年  月  日 

情報公開・個人情報保護審査会への諮問通知書

殿 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 

印 

 令和   年  月  日付けで審査請求のありました件については、個人情報の保護に関する法律第

１０５条第２項の規定に基づき、下記のとおり情報公開・個人情報保護審査会に諮問しましたので通知し

ます。 

記 

審査請求に係る保有個

人情報の名称等 

審査請求 

（１）審査請求日 

（２）審査請求の趣旨 

諮問日・諮問番号 年  月  日・平 諮問  号 

＜本件連絡先＞ 
独立行政法人国立女性教育会館総務課人事・企画係 
電 話:０４９３－６２－６７１９ 
ＦＡＸ:０４９３－６２－６７２２ 

e-mail:admindiv@nwec.go.jp 




